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１．ゼロ水タイムラインイメージ

状
①過去の渇水の整理 ②降雨状況の設定 ③ゼロ水シナリオの設定

降水量記録を基に実際の生起年、夏渇水と冬渇水の別、取水制限の日数、最大取水制限率の関係

取水制限
の日数 最
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117

取水制限日数（日）

○ 夏渇水
□ 冬渇水

の日数、最
大取水制
限率の関
係を整理
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渇水の進展
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1970 1975 1980 1985 1990 1995 2000 2005 2010

水道断水状況 減圧給水 ８H（夜間）断水 １６H断水 ２４H断水 ２４H断水
病院 水の出悪化 夜間診療の中止 緊急以外の外来医療中止 通常の医療水準維持不可なら

ば休診
入院患者全員の転院

渇水の進展に伴う影響
項目とその状況想定

取水制限率 20% 70% 100% 100%（長期間）40%取水制限率

水道断水状況

影
響
想
定

気象状況及びダム貯留量に応
じた取水制限率と、社会・経済

福祉・医
療

ば休診
人工透析が困難等医療活動に
支障

緊急以外の手術困難 緊急以外の外来医療中止

入浴回数削減 給食体制に支障
老人ホー
ム

水の出悪化 夜間のトイレ使用不可による紙
おむつ増加

清掃頻度減少 外部からの支援が不可欠 入所者全員の移転

入浴回数削減 水を利用しない調理メニューへ
保育所・
児童擁護

水の出悪化 保育時間短縮 共働き家庭へ影
響

保育所は閉鎖 入所児童の移動開始 入所児童の移動開始

項目とその状況想定

定活動、福祉・医療、公共施設・
サービス、個人の生活への影
響を整理

児童擁護
施設

響
水を利用しない調理メニューへ

個人生活
個人生活 水の出悪化 高台では断水し給

水車出動
生活時間への制約増加 健康状態悪化 ストレス増加 バケツ等くみ置きによる生活の

ため労力増大
渇水疎開

ポリタンクの用意 高齢者の水運搬負担
幼児を抱える家庭での共働き困
難

トイレ不可 公共設置の簡易ト
イレ利用

ゼ
ロ

ゼロ水発生時関係者が取るべき行動内容等
被害や影響が最小となるよう、需要側、供給側等の予防、対応、措置の検討

渇水段階 平常時の備え 渇水 深刻な渇水 ゼロ水

取水制限率（上水） - 20% 40% 70% 100% 100%（○日間） 100%（△日間以上）

給水制限 - 減圧給水 ８時間（夜間）断水 16時間断水 24時間断水 24時間断水 24時間断水

雨水の利用促進

月
日

概況
取水
制限
率

断水
時間

社会への影響
需要サイドの

対応
供給サイドの

対応
調整・対応等サ

イドの対応社会・経済活動 福祉・医療 公共サービス 個人生活

7月
初旬

・7月当初、住民
や関係者の願

100%
（長

２４H ［全般］臨時休業によ
る経済活動ほぼ停止

［病院］入院患者
全員の転院

［全般］住民の
完全疎開まで最

［全般］緊急避
難（渇水疎開）

・渇水疎開
・病院 福祉

・地下水の緊
急利用（指定

・集団疎開計画
・隣県に公民館

ロ
水
対
応
策

Ｄ－①
上水

（個人生活）

一般家庭の節水（風呂、洗濯、洗車等の節水）

節水の実施 自己管理
ライフサイクルの変更、
疎開準備 一部疎開 疎開

漏水対策・ネットワーク化

用途間転用
（許可水量の範囲
内で転用）

用途間転用
（許可水量の範囲
内で転用）

用途間転用
（許可水量の範囲
内で転用）転用） 転用）

緊急給水（給水車）の 支給 依頼

初旬 や関係者の願
いもむなしく、ほ
とんどまとまっ
た雨が降らぬま
ま、梅雨が明け
た。

（長
期
間）

る経済活動ほぼ停止
［農業（耕作）］農作
物枯死、収穫量激減
［農業（畜産）］家畜
の斃死
［水産・海運］操業停
止
［工業］操業停止

全員の転院
［老人ホーム］入
所者全員の移転
［保育所・児童養
護施設］児童養
護施設は閉鎖

完全疎開まで最
低限機能維持
［学校］全ての
学校休校
［交通機関等］
運行停止
［公共施設（公
園、焼却場）］公

難（渇水疎開） 病院、福祉
施設への優
先対応

・衛生施設（ト
イレ等）の確
保

・生命維持の
ための最低

急利用（指定
施設のみ）

・緊急給水
（ペットボトル、
パック水）（指
定施設のみ）

隣県に公民館
や体育館を確
保し避難場所
を斡旋

・防犯強化（最
低限の人員配
備）

・救急病院等へ

策

2
ハード対策、ソフト対策の両
面から具体的な方策を定める

ゼロ水発生時の関係者が取るべ
き行動内容、応援内容等を定める

Ｄ－⑥
病院・福祉施設

（給水優先拠点）
病院、福祉施設への優先対応

節水の呼びかけ・実
施

緊急給水（給水車）の
要請、簡易トイレの設
営、自主的な転院

用品支給の依頼、
一部転院準備

一部転院 全員転院
［発電（水力）］揚水
発電も緊急融通によ
り停止
［発電（火力）］停止
［建設業］全ての工
事停止

園機能喪失
［防災］大規模
火災発生
［全般］停電地
区が発生

限の水利用
・計画停電の

実施

の緊急水の指
定配水



２．状況の設定

２－１ 降雨状況の設定

これまでに観測した降水量記録を基に実際の降水量を組合せ より厳しい状況が発生するようにゼロ水のケースを設定し影響を検討

設定 ハイエトグラフ 対象年と降水量

■気象条件の組み合わせによるゼロ水の設定①

これまでに観測した降水量記録を基に実際の降水量を組合せ、より厳しい状況が発生するようにゼロ水のケースを設定し影響を検討。
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１２ヶ月降水量
が１番少ない
期間を対象と

■前年１１月～当年１０月の１年間の年間降水量で
評価する。
（例）第１位：1996年（1995年11月～1996年10月）

100

200

300

400

旬
降
水
量

ケース１

平年値（1976‐2012平年値）

（mm/10日）

する。 1179mm

■冬期：前年１１月１日から当年４月３０日までの間
の 日間降水量最小値 評価する

0

100
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量

ケース２

冬期の最小降
水量と夏期の
最小降水量を
連続させる。

の９０日間降水量最小値で評価する。
（例）最小値発生年：1995年11月～1996年4月

335mm
■夏期：５月１日から１０月３０日までの間の６０日間
降水量最小値で評価する。
（例）最小値発生年 1994年5月 10月 770
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平年値（1976‐2012平年値）

（mm/10日）

連続さ る。
（例）最小値発生年：1994年5月～10月 770mm
■上記の冬期と夏期を連続させる。
（例）前年11月1日～10月31日の降水量 1105mm

※１ 各ケースの計算開始は設定した降水の初期日とし、そのときの貯水量は満水とする。
※２ ケース３、ケース４は２ヶ年にまたがるため、枯渇日数は渇水解消時点から遡って１年間に発生した日数とする。

0
11/1 5/1
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■気象条件の組み合わせによるゼロ水の設定②

２．状況の設定

２－１ 降雨状況の想定

設定 ハイエトグラフ 対象年と降水量

■前年１１月～当年１０月の１年間の年
間降水量の最小値と２番目に降水量が

ケ（mm/10日）

■気象条件の組み合わせによるゼロ水の設定②

ケース３

年間降水量
が１番少ない
年と２番目に
少ない年を連
続させる。

少ない年を連続させて評価する。
（例）第１位：1996年（1995年11月～1996
年10月） 1179ｍｍ
（例）第２位：2007年（2006年11月～2007
年10月） 1353ｍｍ0
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■上記の第１位と第２位を連続させる。
（例） 2532mm/2年

■過去の渇水記録から、大雨(台風)によ
り渇水が解消された年の内 節水日数が

600
ケース４

平年値（1976 2012平年値）

（mm/10日）

11/1 5/1 11/1 5/1

ケース４

過去の渇水
時に台風によ
る回復が行
われなかった
ものとする。

り渇水が解消された年の内、節水日数が
長く最大節水率が大きい年について、台
風が来なかった場合を想定し評価する。
（例）対象年：2005年 1646ｍｍ

台風による降水量 471ｍｍ
大雨（台風）がなかった場合の年間
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200
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400
500

旬
降
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量

平年値（1976‐2012平年値）

台風による降水量（471ｍｍ）

大雨（台風）がなかった場合の年間
降水量 1175ｍｍ
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400
ケース５（mm/10日）

ケース５

各月単位毎
の降水量最
小値を１２ヶ
月間組み合
わせる。

（例）年間降水量 321ｍｍ
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旬
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水
量

平年値（1976‐2012平年値）

わ る。

※１ 各ケースの計算開始は設定した降水の初期日とし、そのときの貯水量は満水とする。
※２ ケース３、ケース４は２ヶ年にまたがるため、枯渇日数は渇水解消時点から遡って１年間に発生した日数とする。

1/1 7/1
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２．状況の設定

２－２ ゼロ水シナリオの設定

○今回の検討では ケース２による降雨状況からシナリオを設定。○今回の検討では、ケ ス２による降雨状況からシナリオを設定。
○既往渇水時の貯水率の減少状況を参考に、ゼロ水シナリオを設定するための取水制限率を時系列的に設定。

○１１月１日には貯水率１００％。その後の少雨により貯水率が減少し１月末に５０％まで減少したため、取水制限を開始したものとし、そ
れ以降は下図に示す日数の経過に従い渇水が進展するものと仮定。

○今回の検討では、シナリオを簡略化するため、取水制限率＝給水制限率とし、次ページに示すように20%取水制限で減圧給水、40%
で8時間断水 70%で16時間断水が発生し 100%では24時間断水が発生するものと仮定で8時間断水、70%で16時間断水が発生し、100%では24時間断水が発生するものと仮定。

100%

■貯水率と取水制限率の関係（仮定）

100%
取
水
制
限
率

貯
水
率50% 70%

率

40%30%

0% 0%

20%
20%

貯水率
50%～

30%～20% 20%～0% 0%

渇水の進展

2/1～ 2/16～ 6/1～ 6/21～ 7/30

5

貯水率
30%

30% 20% 20% 0% 0%

取水制限率 20% 40% 70% 100%

制限日数 15日 105日 20日 40日



３．影響想定

３－１ 渇水の進展に伴う影響項目とその状況想定

○取水制限率と 社会・経済活動 福祉・医療 公共施設・サービス 個人の生活への影響を整理

取水制限率

○取水制限率と、社会 経済活動、福祉 医療、公共施設 サ ビス、個人の生活への影響を整理。
○取水制限の進展に伴い次第に深刻な影響を及ぼす。

20% 70% 100% 100%（長期間）40%

16時間断水 24時間断水 24時間断水減圧給水 ８時間（夜間）断水
断水率

水道断水状況 減圧給水 ８H（夜間）断水 １６H断水 ２４H断水 ２４H断水
社会・経済活
動

農業（耕作） 番水実施 番水強化 収穫量の減少 収穫量の減少 農作物枯死、収穫量激減

農業（畜産） 畜舎の清掃用水不足 家畜の飲用水不足 家畜の健康状態悪化 家畜の斃死 家畜の斃死

水産・海運 漁港の清掃用水不足 水産物加工場の操業への影響 製氷用水不足鮮度悪化 河川・湖沼の漁獲量減少 食品流通への影響水産 海運 漁港の清掃用水不足 水産物加 場の操業 の影響 製氷用水不足鮮度悪化 河川 湖沼の漁獲量減少 食品流通 の影響

工業 生産調整、回収水増加 工場の稼働日数減少 減産、水の輸入（コスト増） 脱臭・脱硫が困難 操業停止
商業
（デパート等）

水の出悪化 トイレの一部閉鎖 食品類品薄 客足低下が顕著 臨時休業

飲料水買い占め サービス低下 一部食品販売停止

商業
（ホテル、観
光等）

水の出悪化 トイレの一部閉鎖 入浴の制限 臨時休業 臨時休業
ガソリンスタンドでの洗車休止 クリーニング停止

テーマパーク、プールの休園、営業時間短縮

観光資源枯渇

清掃頻度減
商業（飲食店） 水の出悪化 トイレの一部閉鎖 清掃頻度減 臨時休業 臨時休業商業（飲食店） 水の出悪化 トイレの 部閉鎖 清掃頻度減 臨時休業 臨時休業

営業時間短縮 営業時間短縮

オフィス 水の出悪化 トイレの一部閉鎖 清掃頻度減 衛生状態悪化 トイレ閉鎖 臨時休業

職場環境悪化 能率低下 水冷のシステムはダウン
発電 水力 水力発電量低下 水力さらに低下 都市用水への融通による減電 ダム枯渇、河川水量減少によりさらに減電 計画停電の実施

発電 火力 火力への依存増大 火力への依存増大 ボイラー用水等の不足による減電 代替水源無ければ停止

建設業 下水処理水利用増加 散水、機械清掃に支障 コンクリート養生水不足 緊急的な工事以外中止 緊急的な工事以外中止

工事の遅れ 生コン使用現場停止

銭湯、理容等 水の出悪化 洗髪に支障 公共の風呂閉鎖 臨時休業 臨時休業
営業時間短縮営業時間短縮

福祉・医療 病院 水の出悪化 夜間診療の中止 緊急以外の外来医療中止 通常の医療水準維持不可ならば休診 入院患者全員の転院

人工透析が困難等医療活動に支障 緊急以外の手術困難 緊急以外の外来医療中止

入浴回数削減 給食体制に支障
老人ホーム 水の出悪化 夜間のトイレ使用不可による紙おむつ増加 清掃頻度減少 外部からの支援が不可欠 入所者全員の移転

入浴回数削減 水を利用しない調理メニューへ

保育所・児童
擁護施設

水の出悪化 保育時間短縮 共働き家庭へ影響 保育所は閉鎖 入所児童の移動開始 入所児童の移動開始

水を利用しない調理メニューへ

公共施設・
役所 水の出悪化 トイレの一部閉鎖 避難所・簡易トイレの設置と維持管理業務増

大
最低限の窓口業務以外の業務停止 住民の完全疎開まで最低限機能維持

大

サービス 行政サービス低下 水冷のシステムはダウン

行政機関の業務継続に支障

銀行・郵便・
電話

水の出悪化 トイレの一部閉鎖 営業時間短縮 業務や社員の地方への移転 住民の完全疎開まで最低限機能維持
水冷のシステムはダウン

学校 水の出悪化 プール中止・給食メニューの変更や中止 大学・高校は休校 小中学校は休校 全ての学校休校

交通機関等 水の出悪化 作業能率低下による安全に対するリスク増
大

交通機関の運行に支障 運行に必要な人員が確保出来ず、運行に
支障

運行停止

SAの使用制限 安全面の低下
公共施設 水の出悪化 公営プール中止 公園等への簡易トイレ設置 公園機能低下 下水処理場の機能不全 ゴミの一時保管
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公共施設
（公園、焼却
場）

水の出悪化 公営プ ル中止 公園等への簡易トイレ設置 公園機能低下 下水処理場の機能不全 ゴミの 時保管

植栽への散水制限 ゴミの焼却機能低下 ゴミの焼却停止 公園機能喪失

防災 水の出悪化 消火用水不足による火災被害増加 さらに火災リスク増加 山火事・野火の消火困難 火災発生時のリスク激増

減圧により消火用水に支障 緊急対応困難

個人生活
個人生活 水の出悪化 高台では断水し給水車出動 生活時間への制約増加 健康状態悪化 ストレス増加 バケツ等くみ置きによる生活のため労力

増大
渇水疎開

ポリタンクの用意 高齢者の水運搬負担 幼児を抱える家庭での共働き困難 トイレ不可 公共設置の簡易トイレ利用

注）影響項目、状況想定は、各流域の特性等により異なることも想定される。



４．ゼロ水対策の検討

ゼロ水対策
４－１ ゼロ水対策
ゼロ水対策

被害や影響が最小となるよう、需要サイド、供給サイド、調整・対応等サイドの予防、対応、措置について検討する。

事前予防対策
ハード対策、ソフト対策の両面から具体的な方策を定める。

通常時の対応
水資源供給機能を確保するため、通常時から、水資源供給施設の整備、既存施設の機能向上、施設の再編や運用の見直し

による水供給の効率化を推進する。また、限られた水資源を有効に利用するため、需要マネジメントを行い節水型社会を構築
していくしていく。

需要サイド、供給サイド、調整・対応等サイドの対応は４－２参照。

渇水時（初期）の対応
早期予防措置による渇水対応の実施。水系内での対応。早期予防措置による渇水対応の実施。水系内での対応。
需要サイド、供給サイド、調整・対応等サイドの対応は４－２参照。

深刻な渇水時の対応
早期予防措置による渇水対応を強化する。水系を超えた対応も実施。
需要サイド、供給サイド、調整・対応等サイドの対応は４－２参照。

応急対策
ゼロ水発生時の関係者が取るべき行動内容、応援内容等。

ゼロ水時の対応策
事前に優先順位、必要量を取り決め、必要最低限の水の給水を実施。他の水系からの応援。自助、共助、公助の役割分担

の取り決め。
需要サイド 供給サイド 調整・対応等サイドの対応は４－２参照。
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需要サイド、供給サイド、調整 対応等サイドの対応は４ ２参照。

応援体制の確立
○県、関係機関及び周辺自治体との応援協力体制の確立
○自衛隊の災害派遣要請



４．ゼロ水対策の検討

（１）取水制限２０％時の対応策

取水制限率（％）

20 % 40 % 70 % 100 % 100%（長期間）

４－２ 取水制限率に応じた対応策
（１）取水制限２０％時の対応策 20 % 40 % 70 % 100 % 100%（長期間）

１．社会・経済活動
１－１）農業（耕作） 農作業への負担増 Ｄ－⑤

一部ユーザーによる番水・反復利用・作
付け制限

Ｓ－① ダム等の水源情報の発信 Ｃ－② 農業指導・節水の要請

１－２）農業（畜産） 畜産従事者の負担増 こまめな管理 Ｓ－① ダム等の水源情報の発信 Ｃ－② 節水の要請

影響項目分野
対応策

需要サイド 供給サイド 調整・対応等サイド

１－３）水産・海運 水産従事者の負担増 衛生に関する水利用のみに留める Ｓ－① ダム等の水源情報の発信 Ｃ－② 節水の要請

２）工業 生産調整 Ｄ－④ こまめな管理 Ｓ－① ダム等の水源情報の発信 Ｃ－② 節水の要請（大口需要者）

２）工業 工程管理 Ｄ－④ 再生水の利用 Ｓ－① ダム等の水源情報の発信 Ｃ－② 節水の要請（大口需要者）

３）商業（デパート・スーパー） 商サービスの低下 Ｄ－② 節水の呼びかけ・実施 Ｓ－① ダム等の水源情報の発信 Ｃ－① 節水の呼びかけ

４－１）サービス業（ホテル、観光、娯楽） サービスの低下 Ｄ－③ 節水の呼びかけ・実施 Ｓ－① ダム等の水源情報の発信 Ｃ－① 節水の呼びかけ）サ ビス業（ホテル、観光、娯楽） サ ビスの低下 ③ 節水の呼びかけ 実施 Ｓ ① ダム等の水源情報の発信 Ｃ ① 節水の呼びかけ

４－２）サービス業（飲食店） サービスの低下 Ｄ－③ 節水の呼びかけ・実施 Ｓ－① ダム等の水源情報の発信 Ｃ－① 節水の呼びかけ

５）オフィス ストレス要因の増加 Ｄ－② 節水の呼びかけ・実施 Ｓ－① ダム等の水源情報の発信 Ｃ－① 節水の呼びかけ

６）基盤社会インフラ（発電） 水力発電量の減少 他の発電へ切替 Ｓ－① ダム等の水源情報の発信 Ｃ－① 節水・節電の呼びかけ

６）基盤社会インフラ（発電） 火力発電の増加 燃料確保 Ｓ－① ダム等の水源情報の発信 Ｃ－① 節水・節電の呼びかけ

７）建設業 上水道使用の自粛 Ｄ ③ 再生水の利用 Ｓ ① ダム等の水源情報の発信 輸送手段の確保７）建設業 上水道使用の自粛 Ｄ－③ 再生水の利用 Ｓ－① ダム等の水源情報の発信 輸送手段の確保

８）銭湯・理容等 水まわり労力の増加 Ｄ－② 節水の呼びかけ・実施 Ｓ－① ダム等の水源情報の発信 Ｃ－① 節水の呼びかけ

２．福祉・医療
１）病院 水まわり労力の増加 Ｄ－⑥ 節水の呼びかけ・実施 Ｓ－①

給水車の出動、ダム等の水源情報の発

信
Ｃ－③ 節水の呼びかけ

２）老人ホーム・デイケア施設 水まわり労力の増加 Ｄ－⑥ 節水の呼びかけ・実施 Ｓ－① ダム等の水源情報の発信 Ｃ－③ 節水の呼びかけ

３）保育所・児童擁護施設 水まわり労力の増加 Ｄ－⑥ 節水の呼びかけ・実施 Ｓ－① ダム等の水源情報の発信 Ｃ－③ 節水の呼びかけ

３．公共施設・サービス等
１）役所（窓口） 水まわり労力の増加 Ｄ－③ 節水の呼びかけ・実施 Ｓ－① ダム等の水源情報の発信 Ｃ－① 節水の呼びかけ・実施

２）銀行・郵便・電話 水まわり労力の増加 Ｄ－③ 節水の呼びかけ・実施 Ｓ－① ダム等の水源情報の発信 Ｃ－① 節水の呼びかけ

３）学校 水まわり労力の増加 Ｄ－③ 節水の呼びかけ Ｓ－① ダム等の水源情報の発信 Ｃ－④ 節水の呼びかけ

３）学校 教育現場への影響 Ｄ－③ プール授業の中止 Ｓ－① ダム等の水源情報の発信 Ｃ－④ 学校への指導

）飛行機 鉄道 高速道路 長距離バス 水まわり労力の増加 ③ 少量の水での洗車 節水の呼びかけ Ｓ ① ダム等の水源情報の発信 Ｃ ① 節水の呼びかけ４）飛行機・鉄道・高速道路・長距離バス 水まわり労力の増加 Ｄ－③ 少量の水での洗車、節水の呼びかけ Ｓ－① ダム等の水源情報の発信 Ｃ－① 節水の呼びかけ

５）公共施設（公園、焼却場等） 水まわり労力の増加 Ｄ－③
節水の呼びかけ、噴水の停止、公園の

散水制限（頻度減）
Ｓ－① ダム等の水源情報の発信 Ｃ－③ 節水の呼びかけ、噴水の停止

５）公共施設（公園、焼却場等） 憩い・レクリエーションの喪失 Ｄ－③ プール使用の中止 Ｓ－① ダム等の水源情報の発信 Ｃ－③ プール使用の中止

６）防災 火災増加の懸念 送水制御 Ｓ－① ダム等の水源情報の発信 Ｃ－⑤ 送水制御の依頼

４．個人生活
４．個人生活 水まわり労力の増加 Ｄ－① 節水の実施 Ｓ－① ダム等の水源情報の発信 Ｃ－① 節水の呼びかけ
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注）太字は既往渇水時の影響と対応、細字は既往渇水等から想定した影響と対応を分野、取水制限率毎に整理したものであり、各流域の特性等により異なる
ことも想定される。
河川水以外の地下水等による水供給は考慮していない。



４．ゼロ水対策の検討
取水制限率（％）

20 % 40 % 70 % 100 % 100%（長期間）

４－２ 取水制限率に応じた対応策
（２）取水制限４０％時の対応策① 20 % 40 % 70 % 100 % 100%（長期間）（２）取水制限４０％時の対応策①

１．社会・経済活動 全ユーザーによる番水・反復利用・作付

需要サイド

対応策

供給サイド 調整・対応等サイド
分野 影響項目

１．社会 経済活動

１－１）農業（耕作） 農作業への負担増 Ｄ－⑤

全 ザ による番水 反復利用 作付

け制限・犠牲田、用途間転用（許可水量

の範囲内で転用）

Ｓ－① ダム等の水源情報の発信 Ｃ－② 救済措置・補償金給付

１－２）農業（畜産） 畜産従事者の負担増 代替水確保、節水による清掃・洗浄 Ｓ－① ダム等の水源情報の発信
乳房・牛体の低圧水洗浄等用途に応じた用

水確保の支援

１－３）水産・海運 水産業への影響 代替水確保 Ｓ－④ 緊急給水（給水車） 水輸送の調整

２）工業 企業業績の低迷 Ｄ－④
再生水の利用拡大、用途間転用（許可水

量の範囲内で転用）
Ｓ－② 再生水の緊急利用（公共施設優先） Ｃ－②

計画断水のお知らせ、水融通の調整、

早期用途間転用（許可水量の範囲内で転

用）による生産損失分の補填などの支援

３）商業（デパート・スーパー） 販売量の変化 Ｄ－② 商品確保３）商業（デパ ト ス パ ） 販売量の変化 Ｄ ② 商品確保

３）商業（デパート・スーパー） 商サービスの低下 Ｄ－②

営業時間短縮、トイレの部分休止・フ

ラッシュ水減量、汲み置き水、簡易トイ

レ設営

４－１）サービス業（ホテル、観光、娯楽） 商サービスの低下 Ｄ－②

営業時間短縮、トイレの部分休止・フ

ラッシュ水減量、汲み置き水、簡易トイ

レ設営

４－１）サービス業（ホテル、観光、娯楽） 商サービス低下・営業低迷 Ｄ－② 洗車の自粛

４－２）サービス業（飲食店） 商サービスの低下 Ｄ－②

営業時間短縮、トイレの部分休止・フ

ラッシュ水減量、汲み置き水、簡易トイ Ｃ－① 計画断水のお知らせ
再生水の緊急利用（公共施設優先）Ｓ ②

Ｓ－②

Ｓ－② Ｃ－①

Ｃ－①再生水の緊急利用（公共施設優先）

再生水の緊急利用（公共施設優先） 計画断水のお知らせ

計画断水のお知らせ、首長等による広

報

４ ２）サ ビス業（飲食店） 商サ ビスの低下 Ｄ ② ラッシュ水減量、汲み置き水、簡易トイ

レ設営

Ｃ ① 計画断水のお知らせ

４－２）サービス業（飲食店） 商サービスの低下 Ｄ－② 営業時間短縮 －

５）オフィス 職場環境の劣化 Ｄ－②

勤務時間短縮、トイレの部分休止・フ

ラッシュ水減量、汲み置き水、簡易トイ

レ設営

Ｓ－② 再生水の緊急利用（公共施設優先） Ｃ－① 計画断水のお知らせ

６）基盤社会インフラ（発電） 水力発電量の減少 燃料確保 燃料調達の支援

６）基盤社会インフラ（発電） 電力消費量の増大 増電の実施 Ｃ－① 節水・節電の呼びかけ

７）建設業 建設現場への支障 周囲への協力依頼 Ｓ－② 再生水の緊急利用（公共施設優先） 現場周辺環境の保全の指示

８）銭湯・理容等 商サービスの低下 顧客への説明努力

再生水の緊急利用（公共施設優先）Ｓ－②

①②

Ｓ－②

再生水の緊急利用（公共施設優先）

再生水の緊急利用（公共施設優先）

計画断水のお知らせ
８）銭湯 理容等 商サ ビスの低下 顧客への説明努力

８）銭湯・理容等 商サービスの低下 営業時間短縮
Ｃ－①Ｓ－② 再生水の緊急利用（公共施設優先） 計画断水のお知らせ
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注）太字は既往渇水時の影響と対応、細字は既往渇水等から想定した影響と対応を分野、取水制限率毎に整理したものであり、各流域の特性等により異なる
ことも想定される。
河川水以外の地下水等による水供給は考慮していない。



４．ゼロ水対策の検討
取水制限率（％）

20 % 40 % 70 % 100 % 100%（長期間）

４－２ 取水制限率に応じた対応策
（２）取水制限４０％時の対応策② 20 % 40 % 70 % 100 % 100%（長期間）（２）取水制限４０％時の対応策②

２．福祉・医療

病院 ビ ⑥
緊急給水要請、外来受付休止・転院措

途 転 範 ③

計画断水のお知らせ、緊急給水（給水

車）の依頼 周辺自治体への水融通の

分野 影響項目
対応策

需要サイド 供給サイド 調整・対応等サイド

１）病院 医療サービスの低下 Ｄ－⑥ 置、水源の用途間転用（許可水量の範

囲内で転用）、自主的な転院

Ｃ－③
車）の依頼、周辺自治体への水融通の
依頼、転院患者搬送支援、受け入れ先

調整、自主的な転院の支援

１）病院 医療サービスの低下 一部患者の転院、疎開 Ｃ－③ 重要施設への優先給水の支援・調整

１）病院 医療サービスの低下 夜間診療の中止 流域住民への周知

１）病院 医療サービスの低下 Ｄ－⑥
トイレの部分休止・フラッシュ水減量、

汲み置き水、簡易トイレ設営
Ｃ－③ 災害用トイレの開設

２）老人ホーム・デイケア施設 居住環境の悪化 Ｄ－⑥
トイレの部分休止・フラッシュ水減量、
汲み置き水、簡易トイレ設営

２）老人ホーム・デイケア施設 介護水準の低下 自主的な転所 疎開

Ｓ－②

Ｓ－④

Ｓ－②
Ｓ－④

緊急給水（給水車）、再生水の緊急利
用（公共施設優先（病院含む））

計画断水のお知らせ、災害用トイレの開

設、周辺自治体への水融通の依頼

緊急給水（給水車）、再生水の緊急利

用（公共施設優先）
Ｃ－③

２）老人ホ ム・デイケア施設 介護水準の低下 自主的な転所、疎開

３）保育所・児童擁護施設 入所機能の低下 保護者への説明

３）保育所・児童擁護施設 入所機能の低下 Ｄ－⑥
トイレの部分休止・フラッシュ水減量、

汲み置き水、簡易トイレ設営

３．公共施設・サービス
等

１）役所（窓口） 職場環境の劣化
トイレの部分休止・フラッシュ水減量、
汲み置き水、簡易トイレ設営

トイレの部分休止・フラッシュ水減量、
汲み置き水、簡易トイレ設営

１）役所（窓口） 職場環境の劣化 水を使用しない冷房装置の導入 水を使用しない冷房装置の導入

２）銀行・郵便・電話 サービスの低下　職場環境の劣化
トイレの部分休止・フラッシュ水減量、

汲み置き水、簡易トイレ設営
Ｓ－② 再生水の緊急利用（公共施設優先） 計画断水のお知らせ

パン・ミルク主体のメニューへの変更

Ｃ－③

Ｓ－②

Ｓ－②
計画断水のお知らせ、地域への説明、改

善への支援
再生水の緊急利用（公共施設優先）

再生水の緊急利用（公共施設優先（役

所含む））

３）学校 給食サービスの低下
パン・ミルク主体のメニューへの変更、

給食中止、弁当持参
Ｓ－④ 水輸送、拠点等への優先給水 Ｃ－④ メニュー変更の指導

３）学校 教育現場への影響
トイレの部分休止・フラッシュ水減量、
汲み置き水、簡易トイレ設営

Ｓ－②
再生水の緊急利用（公共施設優先（学校
含む））

Ｃ－④ 災害用トイレの開設

４）飛行機・鉄道・高速道路・長距離バス サービスの低下 計画減便 安全運航の指導

４）飛行機・鉄道・高速道路・長距離バス サービスの低下
トイレの部分休止・フラッシュ水減量、
汲み置き水、簡易トイレ設営

災害用トイレの開設

５）公共施設（公園、焼却場等） 都市環境・美観の劣化 公園の散水制限（さらに頻度減）、伐採 Ｓ－②
再生水の緊急利用（公共施設優先（公園

含まない））
Ｃ－① 住民への説明

再生水・消防タンク車の確保 他地区との 再生水の緊急利用（公共施設優先（消防 再生水・消防タンク車の確保 周辺自治体

Ｓ－④ 緊急給水（給水車）

６）防災 火災増加の懸念
再生水・消防タンク車の確保、他地区との

連携強化
Ｓ－②

再生水の緊急利用（公共施設優先（消防

含む））
Ｃ－⑥

再生水・消防タンク車の確保、周辺自治体

への水融通の依頼

４．個人生活 ４．個人生活 汲み置きの開始 Ｄ－① 給水車出動、給水支援を受ける Ｃ－①
計画断水のお知らせ、緊急給水先の指

定
４．個人生活 ストレスの増加 Ｄ－① 自己管理、共用栓の利用 Ｃ－① 容認される社会意識の形成支援

４．個人生活 給水活動が必要 給水車出動、支援要請、共用栓の利用 水の運搬支援、ボランティアの手配

４．個人生活 食生活への影響 Ｄ－① 調理・食事の自己工夫 用品支給支援
４．個人生活 節水常態化の社会生活 Ｄ－① 調理・食事の自己工夫 Ｃ－⑥ 水輸送、拠点等への優先給水

４．個人生活 日常生活への影響 Ｄ－① ポリタンクの確保、雨水利用 Ｃ－① 住民への説明

Ｓ－②

Ｓ－④

再生水の緊急利用（公共施設優先）、緊

急給水（給水車）
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注）太字は既往渇水時の影響と対応、細字は既往渇水等から想定した影響と対応を分野、取水制限率毎に整理したものであり、各流域の特性等により異なる
ことも想定される。
河川水以外の地下水等による水供給は考慮していない。



４．ゼロ水対策の検討

（３）取水制限７０％時の対応策①

取水制限率（％）

20 % 40 % 70 % 100 % 100%（長期間）

４－２ 取水制限率に応じた対応策
（３）取水制限７０％時の対応策① 20 % 40 % 70 % 100 % 100%（長期間）

１．社会・経済活動

１－１）農業（耕作） 農作業への負担増 Ｄ－⑤

全ユーザーによる番水・反復利用・作付

け制限・犠牲田（強化）、予備水源（ため

池 底水）の利用

徹底的な点滴灌漑の導入等

需要サイド 供給サイド 調整・対応等サイド

対応策

分野 影響項目

池、底水）の利用
１－１）農業（耕作） 農作業への負担増

１－１）農業（耕作） 品質低下の懸念

１－１）農業（耕作） 商品価値低下の懸念
洗浄を最小限で許容する市場流通機構の

構築

１－２）農業（畜産） 家畜品質低下の懸念 代替水確保、節水による清掃・洗浄

１－２）農業（畜産） 家畜の損失
ミスト散布等冷却実施

家畜の移動、早期の出荷

１－３）水産・海運 水産業への影響

Ｃ－⑥

Ｃ－⑥

Ｃ－⑥

Ｓ－③

Ｓ－③

Ｓ－③
水輸送・機器設備の配備、海水淡水化装

置配備の融資 救済制度

発電容量の活用
超節水（手仕事等含む）による作業工程維

持

発電容量の活用

代替水確保（給水船、海水淡水化）、休業 発電容量の活用

水輸送・機器設備の配備

水輸送・機器設備の配備

１－３）水産・海運 水産業、海運業への影響

２）工業 出荷高減少の影響 Ｃ－⑥
衛生管理の指導、水輸送・機器設備の配
備

２）工業 想定外の経費増 代替水確保のための調整総合窓口等

２）工業 出荷高減少の影響

２）工業 雇用への影響

３）商業（デパート・スーパー） 製造販売への影響 生産調整、他地域から豆腐の供給

３）商業（デパート・スーパー） 商品調達への影響

３）商業（デパート・スーパー） 商サービスの低下

Ｃ ⑥

Ｃ－②

Ｃ－①

発電容量の活用

Ｄ－②

Ｓ ③

Ｓ－③

Ｓ－③

経営努力・損害保険の活用

置配備の融資、救済制度

業務内容変更

代替水確保（給水船、海水淡水化）、休業 発電容量の活用

代替水確保（給水船、海水淡水化）・生産

調整

融資・保険制度、雇用調整助成金等の活

用

発電容量の活用 衛生管理の指導
３）商業（デパ ト・ス パ ） 商サ ビスの低下

３）商業（デパート・スーパー） 企業経営への影響

４－１）サービス業（ホテル、観光、娯楽） 商サービスの低下 Ｄ－② 営業時間短縮 Ｃ－① 計画断水のお知らせ

４－１）サービス業（ホテル、観光、娯楽） 商サービスの低下 節水での清掃

４－１）サービス業（ホテル、観光、娯楽） 商サービスの低下 Ｄ－② 受入客数削減、部分閉鎖
４－１）サービス業（ホテル、観光、娯楽） 商サービス低下・営業低迷 Ｄ－② ランドリー中止 Ｃ－① 計画断水のお知らせ

４－１）サービス業（ホテル、観光、娯楽） 商サービス低下・営業低迷 水を使用しない冷房装置の導入 Ｃ－① 計画断水のお知らせ

４－１）サービス業（ホテル、観光、娯楽） 集客力低下・地域活性の低迷 Ｄ－② イベント内容の変更 代替措置実現の支援

４－１）サービス業（ホテル、観光、娯楽） 商サービス低下・営業低迷 Ｄ－② 代替アトラクションでの営業 Ｃ－① 計画断水のお知らせ

Ｃ－①

Ｄ ② 業務内容変更

発電容量の活用

衛生管理の指導

Ｓ－③

４－１）サービス業（ホテル、観光、娯楽） 興行サービス等の低下 Ｄ－② 開催時期・開催地変更 イベント関連情報の発信

４－１）サービス業（ホテル、観光、娯楽） 本来のサービス機能の損失 Ｄ－② 部分閉鎖 Ｃ－① 計画断水のお知らせ
４－２）サービス業（飲食店） 商サービスの低下 水を使用しない冷房装置の導入 －

４－２）サービス業（飲食店） 営業品目の喪失 経営努力 重要施設への優先給水の支援・調整

４－２）サービス業（飲食店） 商サービスの低下 節水での清掃

４－２）サービス業（飲食店） 商サービスの低下 Ｄ－② ラップを使用

４－２）サービス業（飲食店） 食サービスの低下 Ｄ－② メニュー変更、調理用水確保 －
４－２）サービス業（飲食店） 本来のサービス機能の損失 簡易トイレの設置 災害用トイレの開設

４－２）サービス業（飲食店） ネオンサインの消失 経営努力 －

Ｃ－①発電容量の活用 衛生管理の指導Ｓ－③

４ ２）サ ビス業（飲食店） ネオンサインの消失 経営努力

５）オフィス 職場環境の劣化 クールビズ励行 クールビズ励行

５）オフィス 職場環境の劣化 節水での清掃 Ｃ－① 衛生管理の指導
５）オフィス 経営資源の劣化 メンタルクリニック開設 メンタルクリニック開設支援

６）基盤社会インフラ（発電） 火力発電への支障 給水船、海水淡水化 Ｃ－⑥ 拠点への優先給水

６）基盤社会インフラ（発電） 水力発電量の減少 未利用水（揚水発電用水）の調整 都市用水供給調整

７）建設業 建設現場への支障 給水船、海水淡水化 Ｓ－③ 発電容量の活用 Ｃ－⑥ 代替水の斡旋・調整

８）銭湯・理容等 健康的な生活への影響 Ｄ－②
一人あたりの入浴時間の制限、蛇口の圧
力低下

８）銭湯 理容等 健康的な生活 の影響 節水 井戸掘削 休業

優先給水、救済精度、自衛隊風呂の開

設
Ｃ－⑥Ｓ－③

発電容量の活用

発電容量の活用

-

Ｓ－③
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注）太字は既往渇水時の影響と対応、細字は既往渇水等から想定した影響と対応を分野、取水制限率毎に整理したものであり、各流域の特性等により異なる
ことも想定される。
河川水以外の地下水等による水供給は考慮していない。

８）銭湯・理容等 健康的な生活への影響 節水、井戸掘削、休業
設



４．ゼロ水対策の検討

（３）取水制限７０％時の対応策②

取水制限率（％）

20 % 40 % 70 % 100 % 100%（長期間）

４－２ 取水制限率に応じた対応策
（３）取水制限７０％時の対応策② 20 % 40 % 70 % 100 % 100%（長期間）

２．福祉・医療 １）病院 医療サービスの低下 徹底的な節水 Ｃ－③
医療体制の確保支援、水融通の調整、優

先給水の調整

パン ミルク主体のメ の変更

需要サイド 供給サイド 調整・対応等サイド

対応策

再生水の緊急利用（福祉 医療 公共

分野 影響項目

１）病院 医療サービス・食事水準の低下 Ｄ－⑥
パン・ミルク主体のメニューへの変更、
用品支給の依頼

Ｃ－③ 用品支給支援

１）病院 医療サービスの喪失 Ｃ－⑥ 重要施設への優先給水の支援・調整

１）病院 医療サービスの低下 Ｃ－③ 一部転院準備の支援

１）病院 医療サービスの低下 携帯トイレ Ｃ－③
衛生管理の指導、災害用トイレの開設、簡

易トイレ配備

２）老人ホーム・デイケア施設 給食サービスの低下 パン・ミルク主体のメニューへの変更 Ｃ－⑥ 水融通の調整、優先給水の調整

２）老人ホーム・デイケア施設 居住環境の劣化 節水での清掃、一部転所の準備 衛生管理の指導、一部転所の準備の支援

２）老人ホーム・デイケア施設 居住環境の劣化 Ｄ－⑥ 用品支給の依頼 Ｃ－③ 用品支給支援

Ｓ－③

Ｓ－③

一部転院準備（搬送手段、搬送先確保）Ｄ－⑥

再生水の緊急利用（福祉・医療、公共

施設）

広域的な水融通（水道事業）、発電容量
の活用

再生水の緊急利用（福祉・医療、公共

施設）

広域的な水融通（水道事業）、発電容量
２）老人ホーム・デイケア施設 一部サービスの喪失 デイケアの中止、訪問は継続 見回りの支援

３）保育所・児童擁護施設 託児している家庭への影響 休園

３）保育所・児童擁護施設 給食サービスの低下 メニュー変更・弁当持参
３）保育所・児童擁護施設 居住環境の劣化 節水での清掃 衛生管理の指導

３）保育所・児童擁護施設 居住環境の劣化 Ｄ－⑥ 用品支給の依頼 Ｃ－③ 用品支給支援

１）役所（窓口） 行政サービスの低下
緊急給水（給水車）の要請、職員配置の変

更
Ｃ－⑥

緊急給水（給水車）の要請、職員配置

の変更
１）役所（窓口） 行政サービスの低下 水を使用しない冷房装置の導入 水を使用しない冷房装置の導入

２）銀行・郵便・電話 サービスの低下 Ｄ－② 代替手段確保 営業時間短縮

Ｓ－③

Ｓ－③
３．公共施設・サービス

等

再生水の緊急利用（福祉・医療 公共

の活用

再生水の緊急利用（福祉・医療、公共

施設）
発電容量の活用、緊急給水（給水車）

再生水の緊急利用（福祉・医療、公共

施設）

発電容量の活用

保護者への周知

２）銀行・郵便・電話 サービスの低下 Ｄ－② 代替手段確保、営業時間短縮

２）銀行・郵便・電話 サービスの低下 水を使用しない冷房装置の導入

３）学校 教育現場への影響 用水確保 Ｓ－③
再生水の緊急利用（福祉・医療、公共
施設）

発電容量の活用

Ｃ－④ 休校措置などの行政的指導

４）飛行機・鉄道・高速道路・長距離バス サービスの低下 仮設トイレの設置、レストランの営業停止 交通規制

４）飛行機・鉄道・高速道路・長距離バス サービスの低下 Ｄ－③ 欠便・他地域での給水 Ｃ－⑥ 給水支援の調整

トイレの閉鎖 簡易トイレの設置 上水道使

計画断水のお知らせＣ－①Ｓ－③

Ｓ－②

Ｓ－③

再生水の緊急利用（福祉・医療、公共

施設）

再生水の緊急利用（福祉・医療、公共施

設）
緊急給水（給水船、海水淡水化装置、給水

パック）

５）公共施設（公園、焼却場等） 都市環境・公衆衛生水準の低下 Ｄ－③
トイレの閉鎖、簡易トイレの設置、上水道使

用施設は使用禁止、公園の散水禁止
上水道使用施設は使用禁止

５）公共施設（公園、焼却場等） 都市環境・公衆衛生水準の低下 雑用水（一次処理水等）での清掃 雑用水での清掃、住民への説明

５）公共施設（公園、焼却場等） 都市環境・公衆衛生水準の低下
再生水・代替水確保（給水船、海水淡水
化、未利用水）、他地域での焼却

Ｃ－⑥ 代替水の確保、他地域での焼却依頼

６）防災 火災増加の懸念 消防用の給水タンク車の確保 Ｃ－⑤ 消防用の給水タンク車の確保

６）防災 その他副次的影響 消防体制の強化 Ｃ－⑥ 水融通の調整、他地域からの支援調整

４．個人生活 ４．個人生活 健康への影響

４．個人生活 衛生面の悪化 Ｄ－①

Ｓ－②

Ｓ－③

Ｓ－③

Ｃ ①
自己管理、支援要請 衛生管理の指導、注意喚起、医療体制確

再生水の緊急利用（福祉・医療、公共
施設）

発電容量の活用、再生水・代替水（給

水船、海水淡水化、未利用水）

発電容量の活用

個人生活 衛生面の悪化

４．個人生活 合併症の出現

４．個人生活 要支援者への影響 Ｄ－① 保護者責任、自己管理

４．個人生活 精神面への圧迫 Ｃ－⑥
メンタルヘルスケアの充実支援、疎開受入

先の調整

４．個人生活 水確保の労働の増加 Ｃ－⑥ 給水支援

４．個人生活 脆弱な生活基盤への侵食 Ｃ－⑥ 疎開受入先の調整

その他 ※自然環境への影響・河川 河川環境の悪化 浄水処理の高度化 Ｓ－③ 広域的水融通、モニタリング Ｃ－① 節水の呼びかけ

Ｄ－①

Ｓ－②

Ｓ－③

Ｃ－①
保の支援・要請、見回り強化の支援

発電容量の活用、給水船、海水淡水化

装置、広域的な水融通、未利用水等の

活用
ライフサイクルの変更、自己管理、疎開準
備
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注）太字は既往渇水時の影響と対応、細字は既往渇水等から想定した影響と対応を分野、取水制限率毎に整理したものであり、各流域の特性等により異なる
ことも想定される。
河川水以外の地下水等による水供給は考慮していない。



４．ゼロ水対策の検討

（４）取水制限１００％時の対応策

取水制限率（％）

20 % 40 % 70 % 100 % 100%（長期間）

４－２ 取水制限率に応じた対応策
（４）取水制限１００％時の対応策 20 % 40 % 70 % 100 % 100%（長期間）

１．社会・経済活動 １－１）農業（耕作） 営農地周辺への影響
超節水（手仕事等含む）による作業工程維
持

－ Ｃ－② ゼロ水の広報

調整・対応等サイド

対応策

影響項目分野
需要サイド 供給サイド

持

１－２）農業（畜産） 家畜の損失 自己努力（経営努力） － Ｃ－② ゼロ水の広報、輸送手段・受け入れ先斡旋
１－３）水産・海運 漁業資源の減少 自己努力（経営努力） － Ｃ－② ゼロ水の広報

２）工業 マスメディアへの影響 休刊・他地域での発行 － －

２）工業 サプライチェーンへの影響 －

２）工業 品質低下の懸念 －

３）商業（デパート・スーパー） 食品販売への影響 －
３）商業（デパート・スーパー） 流通物資の不足 －

４－１）サービス業（ホテル、観光、娯楽） 売上への影響 Ｄ－② 臨時休業 － Ｃ－① ゼロ水の広報、旅行自粛の呼びかけ
４ ２）サ ビス業（飲食店） 売上 の影響 Ｄ ② 臨時休業 Ｃ ① ゼ 水の広報

代替水確保（給水船・海水淡水化）

Ｃ－②Ｄ－②

ゼロ水の広報、優先給水

臨時休業 ゼロ水の広報

Ｃ－②

４－２）サービス業（飲食店） 売上への影響 Ｄ－② 臨時休業 － Ｃ－① ゼロ水の広報

５）オフィス 業務効率の低下 Ｄ－② 代替センターに切替

５）オフィス 業務遂行への影響 Ｄ－② 業務量の削減、他地域への移転
５）オフィス 業務遂行のための自衛策 Ｄ－② 深夜業務の中止

６）基盤社会インフラ（発電） 火力発電への支障 火力発電停止
６）基盤社会インフラ（発電） 水力発電量の減少 水力発電停止

７）建設業 建設現場への支障 工事中止 － 工期延期、中止の考慮

８）銭湯・理容等 経営の圧迫 Ｄ－② 臨時休業 － Ｃ－① ゼロ水の広報
２．福祉・医療 １）病院 医療サービスの低下 Ｄ－⑥ 一部転院 Ｓ－④ 緊急給水（備蓄のペットボトル、パック水） Ｃ－③ ゼロ水の広報、一部転院の支援

デ ⑥ ④ ボ ③ ゼ

－

Ｃ－①－ ゼロ水の広報

－

２）老人ホーム・デイケア施設 生命維持の危機 Ｄ－⑥ 一部転所 Ｓ－④ 緊急給水（備蓄のペットボトル、パック水） Ｃ－③ ゼロ水の広報、一部転所の支援

３）保育所・児童擁護施設 施設機能の喪失 Ｄ－⑥ 一部疎開 － Ｃ－③
ゼロ水の広報、疎開の呼びかけ、疎開受入

先の斡旋・支援

１）役所（窓口） 業務効率の低下 Ｄ－② 代替センターに切替 代替センターに切替
１）役所（窓口） 業務機能の存続 業務内容の取捨選択 業務内容の取捨選択

１）役所（窓口） 政府機能が緩慢に
業務内容の取捨選択、緊急給水（備蓄の
ペットボトル、パック水）の要請

Ｃ－⑥
業務内容の取捨選択、緊急給水（備蓄の
ペットボトル、パック水）の要請

２）銀行・郵便・電話 サービスの低下 水を使用しない冷房装置の導入

２）銀行・郵便・電話 業務効率の低下 Ｄ－② 代替センターに切替

緊急給水（備蓄のペットボトル、パック水）Ｓ－④

Ｃ－①
－

ゼロ水の広報

３．公共施設・サービス
等

２）銀行・郵便・電話 業務機能の一部喪失 他の地域へ機能移転 Ｃ－① 疎開の呼びかけ

３）学校 教育現場への影響 休校 － Ｃ－④
ゼロ水の広報、疎開の呼びかけ、カリキュ
ラムの変更

４）飛行機・鉄道・高速道路・長距離バス サービスの低下 Ｄ－③ 最低限の便の確保 Ｓ－⑥
緊急給水（給水船、海水淡水化装置、給水

パック）
最低限の運行確保の要請

５）公共施設（公園、焼却場等） 都市環境・公衆衛生水準の低下
再生水、代替水確保（給水船、海水淡水

化、未利用水）、他地域での焼却

Ｓ－②

Ｓ－③

再生水、代替水（給水船、海水淡水化、未

利用水）
Ｃ－⑥ 代替水の確保、他地域での焼却依頼

６）防災 火災増加の懸念 代替水（海水）、延焼遮断帯の設置 Ｓ－④ 緊急給水（給水車） Ｃ－⑥ 他地域からの支援調整

４．個人生活 ４．個人生活 生活パターンの崩壊個 活 個 活 活 タ 崩壊

４．個人生活 消費生活の崩壊

４．個人生活 渇水シェルターの不足
４．個人生活 生活パターンの崩壊

その他 ※自然環境への影響・河川 水環境・生態系へ影響・利水障害
※自然環境への影響・河川 正常流量の維持困難

Ｃ－④Ｄ－① Ｓ－④

汚濁排出抑制、自律・自制心の維持、
浄水処理の高度化

モニタリング 水質パトロール強化、排出源監視

一部疎開、緊急用水の確保 緊急給水（備蓄のペットボトル・パック水）
ゼロ水の広報、疎開の呼びかけ、疎開受入
先の斡旋・支援
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注）太字は既往渇水時の影響と対応、細字は既往渇水等から想定した影響と対応を分野、取水制限率毎に整理したものであり、各流域の特性等により異なる
ことも想定される。
河川水以外の地下水等による水供給は考慮していない。



４．ゼロ水対策の検討

（５）取水制限１００％（長期化）時の対応策

取水制限率（％）

20 % 40 % 70 % 100 % 100%（長期間）

４－２ 取水制限率に応じた対応策
（５）取水制限１００％（長期化）時の対応策 20 % 40 % 70 % 100 % 100%（長期間）

１．社会・経済活動 １－１）農業（耕作） 農作物の損失 － ゼロ水の広報

１－２）農業（畜産） 家畜の損失 自己努力（経営努力） － ゼロ水の広報 輸送手段・受け入れ先斡旋

調整・対応等サイド

対応策

分野 影響項目
需要サイド 供給サイド

１ ２）農業（畜産） 家畜の損失 自己努力（経営努力） ゼロ水の広報、輸送手段・受け入れ先斡旋

１－３）水産・海運 食品流通への影響 自己努力（経営努力） － ゼロ水の広報

２）工業 事業計画への影響

２）工業 事業計画への影響

３）商業（デパート・スーパー） 売上への影響 Ｄ－② 臨時休業 － ゼロ水の広報

４－１）サービス業（ホテル、観光、娯楽） 売上への影響 Ｄ－② 臨時休業 － Ｃ－① 旅行自粛の呼びかけ

４－２）サービス業（飲食店） 売上への影響 Ｄ－② 臨時休業 － ゼロ水の広報

５）オフィス 業務遂行への影響 経営努力 －

５）オフィス 本社機能の移転 Ｄ－② 本社機能の移転 －

５）オフィス 全国への波及 都市機能の移転 都市機能の移転

ゼロ水の広報、優先給水

－

他地域への振替生産 －

５）オフィス 全国への波及 都市機能の移転 都市機能の移転

５）オフィス 売上、従業員雇用への影響 Ｄ－② 臨時休業 －

６）基盤社会インフラ（発電） 計画停電の恐れ 計画停電の実施 － 停電による要援護者への支援

７）建設業 社会経済活動への影響 工事中止 － 工期延期、中止の考慮

８）銭湯・理容等 経営の圧迫 Ｄ－② 臨時休業 － －

２．福祉・医療

１）病院 医療機能の喪失
Ｄ－⑥

Ｄ－⑦

入院患者全員の転院、

転院困難者の生命維持のための最低限の

用水確保

Ｓ－④ 緊急給水（備蓄のペットボトル、パック水） Ｃ－③

入院患者全員の転院の支援、

転院困難者の生命維持のための最低限の

用水確保

２）老人ホ ム デイケア施設 サ ビス全体の喪失
Ｄ－⑥

入所者全員の移転、

転所困難者の生命維持のための最低限の Ｓ ④ 緊急給水（備蓄のペ トボトル パ ク水） Ｃ ③

入所者全員の移転の支援、

転所困難者の生命維持のための最低限の２）老人ホーム・デイケア施設 サービス全体の喪失
⑥

Ｄ－⑦
転所困難者の生命維持のための最低限の

用水確保

Ｓ－④ 緊急給水（備蓄のペットボトル、パック水） Ｃ－③ 転所困難者の生命維持のための最低限の

用水確保

３）保育所・児童擁護施設 施設機能の喪失 疎開 － Ｃ－⑥ 疎開受入先の斡旋・支援の強化

３．公共施設・サービス

等
１）役所（窓口） 地域における最低限の維持 Ｄ－⑦

業務内容の取捨選択、生命維持のための

最低限の用水確保
Ｓ－④ 緊急給水（備蓄のペットボトル、パック水） Ｃ－③

業務内容の取捨選択、生命維持のための

最低限の用水確保

２）銀行・郵便・電話 地域における最低限の維持 業務内容の取捨選択 － －

３）学校 教育機能の喪失 休校 － Ｃ－④ カリキュラムの変更

４）飛行機・鉄道・高速道路・長距離バス サービスの停止 Ｄ－③ 最低限の便の確保 Ｓ－④
緊急給水（給水船、海水淡水化装置、給水

パック）
最低限の運行確保の要請

５）公共施設（公園、焼却場等） 都市環境・公衆衛生維持機能の喪失 Ｄ－③ 公園の部分閉鎖
Ｓ－②

Ｓ－③

再生水、代替水（給水船、海水淡水化、未

利用水）
Ｃ－① 住民への説明

６）防災 二次被害増加の懸念 代替水（海水）、延焼遮断帯の設置 Ｓ－④ 緊急給水（給水車） Ｃ－⑤
最低限の防火用水の確保（守るべき施設

の指定）

４．個人生活 ４．個人生活 人命損失の危機 Ｄ－⑦ 緊急用水の確保 Ｃ－⑥ 緊急給水

４．個人生活 生活基盤の崩壊 Ｄ－① 疎開 Ｃ－⑥ 疎開受入先の斡旋・支援の強化

その他 ※自然環境への影響・河川 利水によって二次的影響 地下水採取自粛 Ｓ－③ 広域的水融通 採取実態の監視

※自然環境への影響・河川 自然環境の損傷 Ｄ－① 疎開 モニタリング Ｃ－⑥ 疎開受入先の斡旋・支援の強化

Ｓ－④ 緊急給水（備蓄のペットボトル・パック水）
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注）太字は既往渇水時の影響と対応、細字は既往渇水等から想定した影響と対応を分野、取水制限率毎に整理したものであり、各流域の特性等により異なる
ことも想定される。
河川水以外の地下水等による水供給は考慮していない。



５．ゼロ水タイムラインの検討

５－１ ゼロ水タイムラインのシナリオ ※矢印は渇水の進展に伴い対応を継続することを示す。●の位置が対応の実施。

渇水段
階と
対策

渇水段階 平常時の備え 渇水 深刻な渇水 ゼロ水

取水制限率（上水） - 20% 40% 70% 100% 100%（○日間） 100%（△日間以上）

給水制限 - 減圧給水 ８時間（夜間）断水 16時間断水 24時間断水 24時間断水 24時間断水

水

雨水の利用促進

一般家庭の節水（風呂、洗濯、洗車等の節水）

Ｄ－①
上水

（個人生活）

Ｄ ②
上水

（商業 オフ ス

節水の実施 自己管理
ライフサイクルの変更、
疎開準備 一部疎開 疎開

節水の呼びかけ・実
営業時間短縮、トイレ
の部分休止・フラッ 業務内容変更

臨時休業 代替セ

漏水対策・ネットワーク化

用途間転用
（許可水量の範囲内
で転用）

用途間転用
（許可水量の範囲内
で転用）

用途間転用
（許可水量の範囲
内で転用）

Ｄ－② （商業・オフィス
等）

Ｄ－③
上水

（公共施設・サー
ビス・交通）

プール中止、公園の
散水制限（頻度減）、
噴水中止等

公園の散水制限（頻
度さらに減）、トイレの
一部閉鎖等

公園の散水禁止、ト
イレの閉鎖、簡易ト
イレの設置

節水の呼びかけ 実
施

の部分休止 フラッ
シュ水減量、汲み置
き水、簡易トイレ

（飲食店のメニュー、
アトラクション）

臨時休業、代替セ
ンター

他地域への移転

少量の水での洗車 計画減便 欠便 他地域での給水 最低限の便の確保

雨水・再生水の利用促進

需要
サイド

Ｄ－④
工水

（生産等施設） 用途間転用
（許可水量の範囲内
で転用）

用途間転用
（許可水量の範囲内
で転用）

用途間転用
（許可水量の範囲内
で転用）

雨水・再生水の利用促進

再利用（回収率向上）の促進

少量の水での洗車 計画減便 欠便、他地域での給水 最低限の便の確保

Ｄ－⑤ 農水

病院 福祉施設

用途間転用
（許可水量の範囲内
で転用）

用途間転用
（許可水量の範囲内
で転用）

用途間転用
（許可水量の範囲内
で転用）

一部ユーザーによる
番水・反復利用・作
付け制限

全ユーザーによる
番水・反復利用・作
付け制限・犠牲田

全ユーザーによる
番水・反復利用・作
付け制限・犠牲田
（強化）

節水の呼びかけ・実 緊急給水（給水車）の
要請 簡易トイレの設

用品支給の依頼、
一部転院 全員転院

Ｄ－⑥
病院・福祉施設
（給水優先拠点）

Ｄ－⑦
滞在者

（警察・消防・
疎開困難者等）

生命維持のための最低限の用水確保

病院、福祉施設への優先対応

施 要請、簡易トイレの設
営、自主的な転院

一部転院準備 一部転院 全員転院
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注）本イメージ図は想定されるシナリオを示したものであり、状況設定、影響想定、ゼロ水対応策は、各流域の特性等により異なること
も想定される。



５．ゼロ水タイムラインの検討

５－１ ゼロ水タイムラインのシナリオ ※矢印は渇水の進展に伴い対応を継続することを示す。●の位置が対応の実施。

渇水段
階と
対策

渇水段階 平常時の備え 渇水 深刻な渇水 ゼロ水

取水制限率（上水） - 20% 40% 70% 100% 100%（○日間） 100%（△日間以上）

給水制限 - 減圧給水 ８時間（夜間）断水 16時間断水 24時間断水 24時間断水 24時間断水

安定的な水資源の

施設整備（水資源供給施設の新規整備）

施設整備（再生（ダムの嵩上げ等））

効率的運用（ダム群連携 統合運用 堆砂除去）
Ｓ－①

安定的な水資源の
確保等

Ｓ－② 再生水

効率的運用（ダム群連携、統合運用、堆砂除去）

地下水の適正な利用

再生水の緊急利用
（公共施設優先対応）

ダム等の水源情報の発信

再生水の緊急利用
（福祉・医療、公共施
設のみ）

再生水の緊急利用
（優先施設のみ）

再生水の緊急利用
（指定病院のみ）

供給
サイド

Ｓ－③
代替水源確保

給水船、海水淡水化施
設による水の確保
（○○地域、利用施設
の制限）

給水船、海水淡水化施
設による水の確保
（○○地域、公共施設
のみ利用可）

給水船、海水淡水化施
設による水の確保
（○○地域、指定病院
のみ利用可）

広域的な水融通（水道
事業）（○○地域、
△％）

広域的な水融通（水道
事業）（○○地域、
□％）

広域的な水融通（水道
事業）（○○地域、
◇％）

未利用水等の活用 未利用水等の活用 未利用水等の活用Ｓ ③
（原水）

緊急給水（給水車） 緊急給水（給水車） 緊急給水（給水車）

未利用水等の活用
（○○地域、利用施設
の制限）

未利用水等の活用
（○○地域、公共施設
のみ利用可）

未利用水等の活用
（○○地域、指定病院
のみ利用可）

地下水の緊急利用
（○○地域、優先施設へ
の給水）

発電容量、底水の活用

Ｓ－④
緊急給水
（飲料水）

緊急給水（給水車）
（○○地域、△台）

緊急給水（給水車）
（○○地域、利用施設の
制限）

緊急給水（給水車）
（○○地域、公共施設
のみ利用可）

緊急給水（給水車）
（○○地域、指定病院
のみ利用可）

緊急給水（備蓄のペット
ボトル・パック水）
（○○地域、 △㍑ ）

緊急給水（備蓄のペッ
トボトル・パック水）
（○○地域、 □㍑ ）
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注）本イメージ図は想定されるシナリオを示したものであり、状況設定、影響想定、ゼロ水対応策は、各流域の特性等により異なること
も想定される。



５．ゼロ水タイムラインの検討

５－１ ゼロ水タイムライのシナリオ ※矢印は渇水の進展に伴い対応を継続することを示す。●の位置が対応の実施。

渇水段
階と
対策

渇水段階 平常時の備え 渇水 深刻な渇水 ゼロ水

取水制限率（上水） - 20% 40% 70% 100% 100%（○日間） 100%（△日間以上）

給水制限 - 減圧給水 ８時間（夜間）断水 16時間断水 24時間断水 24時間断水 24時間断水

Ｃ－① 個人・世帯・商業
計画断水 お知ら ゼ 水の広報

節水の啓発

節水の呼びかけ（プーＣ ① 個人 世帯 商業

Ｃ－② 工業・農業

農業指導・貯水状況
の広報・節水活動の
啓発

計画断水のお知らせ、
首長等による広報

ゼロ水の広報、
疎開の呼びかけ

衛生管理の指導

節水の要請（大口需
要者）

計画断水のお知らせ ゼロ水の広報衛生管理の指導

節水の呼びかけ（プ
ル一部中止、噴水中止
等）

損害保険適用による生産損失分の補填などの支援（ 業）

調整・
対応等

Ｃ－③ 医療・福祉施設

緊急給水（給水車）
の依頼、災害用トイ
レ開設、自主的な
転院の支援

用品支給支援、一部
転院準備の支援

一部転院の支援 全員転院の支援

損害保険適用による生産損失分の補填などの支援（工業）

救済措置・補償金給付（農業）

対応等
サイド

Ｃ－④ 教育関係

Ｃ－⑤ 防災（消防）

医療体制の確保支援
転院 支援

給食のメニュー変更・
中止、トイレの部分休
止等

ゼロ水の広報、疎開
の呼びかけ、休校

衛生管理の指導
節水の呼びかけ（プー
ル授業中止）

送水制御の依頼 代替水（海水）
再生水・消防タンク
車の確保

消防用の給水タンク車
の確保

Ｃ－⑥ 広域調整・斡旋

水輸送・機器設備の
配備

優先給水の調整

周辺自治体への水
融通の依頼

水融通の調整

疎開受入先 調整
疎開受入先の斡旋・ 疎開受入先の斡旋・

疎開受入先の調整
疎開受入先の斡旋
支援

疎開受入先の斡旋
支援の強化

自衛隊出動要請 自衛隊出動
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注）本イメージ図は想定されるシナリオを示したものであり、状況設定、影響想定、ゼロ水対応策は、各流域の特性等により異なること
も想定される。


